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　桜の花も散り、今週で4月も終わる。

時間だけが、スピードを上げて通り過ぎていこうとしているように思えるのだが、政治の方も東北大震災の復旧にむけた第一次補正予算案が提出され、ゴールデンウイーク中にもかかわらず4月29日から審議入りし、5月2日には成立させる方向で与野党の一致を見たようだ。

ただし、第二次補正予算についてはそれほど簡単ではなさそうである。

□社会保障集中検討会議と復興構想会議の併走へ

　菅総理は、22日に記者会見を行ない、第二次補正予算はかなり大きな規模の予算になると発言されている。どんな復興計画が出来上がるのか、23日午後、第2回復興構想会議が開催され、様々な論議が出てきたようだ。

この復興構想会議は、今後毎週土曜日を定例日とするようだ。

この土曜日開催は、かつて社会保障に関する集中検討会議が始まった時、時間がないので土曜日開催を進めてきたのだが、今度は復興構想会議が優先されることになる。総理の日程上、当然のことであろう。

ただ、社会保障に関する集中検討会議の方も、総理や官房長官などは出席できなかったが、23日に久方ぶりに開催され、今週27日には、総理も出席してこの間のヒアリングの結果を集約することとしている。

まさに、同時並行的に論議が進められているのであり、社会保障と税の一体改革という大変困難な課題についても、東日本を襲った地震・津波同様、マグニチュード9クラスに匹敵する経済財政危機が日本経済を直撃しようとしているわけで、何としてもそれを回避し、しっかりとした財政・社会保障の立て直しが不可欠になっていると言えよう。　

□民主党内の公然たる造反、根が深そうだ

　このような復旧・復興に向けて努力している中、政治の現場では大変気になる動きが顕在化してきた。
それは、民主党内で菅政権に対して、公然と反旗を翻す動きである。

この「お庭番日誌」でも触れたことがある「トリガー税制」の停止を含んだ法案の採決にあたって、それに反対し総理大臣席にまで抗議文を手渡したり、抗議の退席をするといった動きが表面化してきた。

このトリガー税制に関しては、民主党内の議論も何度となく開催され、執行部からは丁寧な取りまとめが行われてきたのだが、最後まで「停止することはけしからん」、と批判される人たちがいたことは事実である。

ガソリン価格が1?=160円以上連続3か月高騰すれば、税金を1?=25円下げ、1?=130円以下3か月連続して低下すると再び25円増税に戻るというもので、もしそれが実現すれば、1か月1,500億円もの歳入減となり、最低でも3か月は継続するわけで4,500億円の歳入欠陥が生ずる。となれば、その分復旧・復興財源を積み増さなければならない。ただでさえ税収不足に悩んでいる菅政権にとって、もともとこのような税制があること自体に問題があるわけで、到底認められないことは言うまでもあるまい。

まともな予算編成を考えるとき、このような不安定な税制があること自体、無責任極まりないのだ。

昨年度の税制改正の際、政府側の一員として提出したことの責任を痛感しつつも、一刻も早くこのトリガー税制は廃止すべきである。

□財源の裏付けのないものはウィッシュリストでマニフェストとは言わない

　問題は、これだけにとどまらない。今後最大の問題になるのは、消費税の取り扱いであろう。

消費税については、09年の総選挙で「4年間消費税率は引き上げない」と宣言しているのだが、菅総理は参議院選挙で「自民党が提起した10%を参考にし、今後論議をしていく」ことを提起されてきた。

参議院選挙で敗北しただけに、どちらが今の段階で民主党の方針なのか、あいまいになっている。

年金について、基礎年金部分の国庫負担を2分の1へと引き上げる財源2,5兆円を恒久財源で賄おうとすれば、社会保障財源として消費税を充てることが現実的だし、今後の社会保障財源を賄う際に消費税の社会保障目的税化を中心に論議が進むことは間違いない。とすれば、党内での論議がどのように展開していくのか、まことにお寒い状態である。政権政党として、財源についての責任を持たないということはあり得ない話なのだが、民主党の中には、財源問題について政権交代前から夢のような話がまかり通っている。

すなわち、無駄を省いたり、予算の組み替えを進めていけば、必要な財源がたちどころに出てくるとか、一般会計と特別会計合わせて200兆円以上あるわけで、そのうちの10%程度ぐらい経営努力をしていけば削減することができる、といった名言(迷言)があったことを忘れることはできない。

それこそが今日まで財源問題での無責任性を招いてきた要因の一つなのだ。

政権交代をし、予算編成を2度も経験した今、財源についての過去のあまりにも現実離れした「マニフェスト」(財源の裏打ちのないものはウィッシュリストであり、マニフェストとは言わない)について、明確にきちんとした見直しができていないことが混迷を招いている要因でもある。

□上げ潮派やリフレ派と財政重視派による政界再編の予感

　5月連休明けには、復興計画や社会保障・税の一体改革などが目白押しで出てくる。それに対する財源をどのようにするのか、についても答えが求められる。

当然、1%=2,5兆円もの財源を生み出せる、消費税の引き上げが求められてくることは必至であろう。税制調査会でも、その論議が開始されるだろう。

その際、過去の民主党の言ってきたこととの整合性が絶えず問われてくるし、それを口実に菅政権打倒に向けて準備してくることも容易に理解できよう。

今必要なことは、このような難局の中で、正直に財源問題についての見通しの甘さを反省することが必要になってくる。

それを、民主党内部においてしっかりと論議をしていくことが、一番遠い道のように見えて実は一番の近道であろう。

政権与党にとって、「正直さ」こそが今必要になっているキーワードなのだ。

リーダーというのは、どのような難局の中でも、たえず冷静沈着に、国民にも支持者にも所属党員にも嫌がられることでも、必要なことを豪胆に発言しリードしていくことではないのか。

誰が、そのような難問に挑戦できるのだろうか。

上げ潮派やリフレ派を支持する人たちは、4%もの経済成長をすれば増税は必要ないと主張するだろう。

小さな政府で増税に批判するグループの動きが顕在化するかもしれない。

もしかすると、そのことが政界再編成の引き金を引きかねないパンドラの箱になってくるのかもしれない。

でも、それに手を付けないことには何も始まらないと思うのだが、どうだろう。

5月の連休を挟んで、そのような政界の動きが顕在化するのではないか、という予想をしてみたのだが、どんな展開になるだろうか。
